
早期支援について

第１６回 今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会

平成２１年４月２３日 資料３
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Ⅲ 今後の精神保健医療福祉施策の基本的考え方
「精神疾患に罹患した場合にも早期に適切な医療にかかれるような社会としていくことを基
本的な考え方とし、以下の柱に沿って、施策を講ずるべきである。
1) 精神疾患の早期発見・早期対応による重症化の防止のための体制の整備
2) 急性期入院医療の充実等による入院医療の質の向上や、精神科救急医療、精神科訪

問看護等地域生活を支える医療の整備を通じた入院の長期化や再入院の抑止
3) 地域における福祉サービス・医療サービス等の充実を通じた入院患者の地域生活への

移行及び地域生活の支援の一層の推進と、長期入院が必要な患者に対する適切な療養
の提供」

Ⅴ 精神保健医療体系の再構築に関する今後の検討の方向
(3) 医療体制・連携について

○ 相談体制、入院医療及び通院・在宅医療のあり方に関する検討や、医療計画制度の
見直しを踏まえ、今後の精神医療体制のあり方について検討を行うべきではないか。
・ 精神疾患の重症化の防止を図るための早期支援のあり方について

「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する研究会」
これまでの議論の整理と今後の検討の方向性（論点整理）より抜粋

Ⅳ 精神疾患に関する理解の深化（普及啓発）に関する今後の検討の方向
「精神疾患の早期発見・早期対応による重症化の防止を図ることを念頭に置いて、今後の
具体的な普及啓発方策について検討を行ってはどうか。」
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悪性新生物 糖尿病 神経･精神疾患 循環器疾患 筋骨格疾患 歯科疾患

DALYs（性・年齢階級・主要疾患別）

＜男性＞ ＜女性＞

神経・精神疾患神経・精神疾患

循環器疾患

悪性腫瘍

神経・精神疾患

筋・骨格疾患

北里大学佐藤敏彦先生提供資料より

神経・精神疾患 神経・精神疾患

日本における疾病負担

※ DALYs (Disability-Adjusted Life Years) ＝疾病により失われた生命や生活の質を包括的に測定するための指標

※(DALYs)

（年齢）

神経・精神疾患

（2002年）
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北里大学佐藤敏彦先生提供資料より

日本における疾病負担
（年齢別割合・２００２年）

神経・精神疾患 脳血管疾患 がん

周産期疾患感染症不慮の事故意図的な事故

その他

男性 女性
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成人精神疾患患者の児童思春期の状況成人精神疾患患者の児童思春期の状況
成人期以降に何らかの精神疾患に罹患している者のうち

約５０%はすでに１０代前半までに何らかの精神科的診断に該当

約７５%はすでに１０代後半までに何らかの精神科的診断に該当

何らかの精神科的診断に

92.5%85.0%62.5%反社会性人格障害

94.5%88.9%52.8%統合失調症

83.7%75.8%52.6%物質使用障害

92.0%84.0%64.0%摂食障害

93.1%79.3%58.6%躁病エピソード

84.5%75.3%52.3%うつ病性障害

84.9%76.6%54.5%不安障害

82.4%73.9%50.0%何らかの精神障害

11～21歳に該当11～18歳に該当11～15歳に該当
２６歳時の診断

資料： Julia Kim-Cohen. et.al., “Prior Juvenile Diagnoses in Adults with Mental Disorder”. Arch Gen Psychiatry.2003;60:709-717

例）New Zealand, Dunedin に1972年に出生した1000人以上の新生児一般人口標本を胎生期から成人期以降まで縦断的追跡。
厳密な臨床評価面接を繰り返し実施。
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統合失調症の早期支援関連概念の定義

非特異的な
精神症状の出現

陽性症状体験
(PLEs)の出現

ARMSに該当 臨床閾値以上の陽性症状
=初回精神病エピソード

精神病の
初回治療

臨界期の終わり

⑥DUP

③臨界期（２～5年間）①病前期

⑤ARMS

④PLEs

②前駆期

①病前期・・・精神症状や機能低下なし

②前駆期・・・発病した時点から後方視的にそ
れ以前を振り返った際の概念。ARMSと異な
る。

③臨界期（Critical Period)・・・初回精神病エ
ピソードから2年～5年の期間。DUPを含む。

④PLEs（Psychotic-like experiences）・・・精神病
様症状体験

⑤ARMS(At Risk Mental State)・・・精神病発症危
険状態；発病する危険のある精神状態

⑥DUP (Duration of Untreated Psychosis) ・・・未
治療期間；顕在発症後、治療につながるまでの期
間。

平成20年度厚生労働科学研究費補助金「思春期精神病理の疫学と精神疾患の早期介入方策に関する研究」

岡崎祐士研究代表者・西田淳志研究分担者提供資料より
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発生頻度等に関する疫学的知見

◆我が国のDUPに関する知見
2002年の都内医療機関2施設における調査では、DUPの平均値は13.7月、中央
値5.0月であった（Yamazawa, 2004）。

◆初回精神病エピソードに関する知見
年間発生率(20/100万人）（Department of Health, England, 2001)
16～30歳の年齢域に初回精神病エピソードの80％が集中する。15歳以下の年齢
域では５％（Hafner, 1998)。

◆ARMSに関する知見
ARMSに該当する若者（自ら精神的不調を自覚し、help-seekingしてきた者）のうち、
１～2.5年以内の精神病移行率は、10%～35%(Yung et.al., 2006; Cannon et al.,
2008)。精神病へと移行した若者のうち2/3が最初の１２ヵ月間に集中。

◆PLEsに関する知見
一般人口標本１０００名を前方視的に追跡した結果、11歳時点でPLEsを体験して
いた児童（14%（そのうち強い症状群1.6％））のうち、15年後の時点で１１％が統合
失調症様障害を発症、強い症状群では２５％が発症。

平成20年度厚生労働科学研究費補助金「思春期精神病理の疫学と精神疾患の早期介入方策に関する研究」

岡崎祐士研究代表者・西田淳志研究分担者提供資料他より
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ACT

GP
CMHT

精神病圏（寛解・安定期）

危機解決・在宅治療チーム
24時間365日

早期介入サービス 精神病圏（発病初期3年まで）

年間利用者：10万人

年間利用者：1万6千人

年間利用者：2万人

精神病圏・慢性重症例

イングランド 入院を予防するための3つの専門アウトリーチサービス

～分担と連携～

平成20年度厚生労働科学研究費補助金「思春期精神病理の疫学と精神疾患の早期介入方策に関する研究」

岡崎祐士研究代表者・西田淳志研究分担者提供資料より
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精神病早期支援サービスの例
～英国保健省サービス実践ガイド（２００１）より～

・ 専門家および一般の人々に対する啓発を行い、精神病に対するスティグマを低減さ
せ、精神病症状の知識、および早期アセスメントの必要性に関する認識を高める。

・ 若者が未診断、未治療で放置されている期間を短縮する。
・ 病初期の継続的な関係(engagement)を構築し、エビデンスに基づいた介入を実施し、

回復を促進する。

（目的）

（サービス対象、期間）

・ 14歳から35歳で、精神病を初回発症した人々

・ 14歳から35歳で、精神病罹病期間が3年以内の人々

・ 上記該当者に対し、２年ないし３年の集中的・包括的支援を行う。

（典型的なサービス規模）

・ 人口100万人の地区に、３～４チーム（アウトリーチチーム）および１専門入院施設。

・ １チームに６～７名のケアコーディネーター。ケースロードは１５程度。

平成20年度厚生労働科学研究費補助金「思春期精神病理の疫学と精神疾患の早期介入方策に関する研究」

岡崎祐士研究代表者・西田淳志研究分担者提供資料より
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英国における精神病早期介入サービスの主要コンポーネント

① 臨界期の包括的治療 ② 早期発見のための取り組み

• ケアコーディネーターによる担当
制の訪問型支援・治療

• ケアプランの作成、ケースマネー
ジメント

• エンゲイジメントの重視

• 家族支援の重視

• 低用量単剤・薬物療法

• 心理療法（CBT）

• 就学・就労支援

• DUP短縮のための啓発活動

• 早期紹介のための地域連携

• 紹介後の迅速な訪問型アセスメ
ント（若者が可能な限り緊張しな
い環境での初回アセスメント）

• 臨界期治療サービスへの紹介・
エントリーサービスとしての役目

Marshall M et al , 2004

平成20年度厚生労働科学研究費補助金「思春期精神病理の疫学と精神疾患の早期介入方策に関する研究」

岡崎祐士研究代表者・西田淳志研究分担者提供資料より
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早期支援の構成要素モデル化例（イギリスの専門家のコンセンサスによる）

対象 精神疾患の初回エピソードを体験した人 

チーム構成 専任の専門職（精神科医、1 名以上の精神科看護師、臨床心理士）、うち 1 名以上は認知行動療法の研修を受け

ていること 

アプローチ 医学・社会学・心理学のモデルを用いた統合的アプローチ 

位置づけ 従来の精神疾患へのサービスからは独立した機関（従来のサービスの付加的施設ではないこと） 

 

 初期評価（迅速） 集中的治療と合併症の早期発見 集中的治療と再発防止 アウトカム 

医学的アセスメ

ントと治療計画

・精神疾患の疑いによる紹介から診

断へ：病歴、精神状態、リスク評価

（自殺を含む）、再発のリスク 

・抑鬱状態の査定と治療 

・自殺念慮の早期発見と治療 

・治療抵抗性の陽性症状に CBT を実施 

・ 左記全項目の継続実施 

・ 再発防止計画の作成 

・早期治療導入の決定 

・合併症の早期発見 

・リスクの明確化 

薬物療法  ・ 低用量の第２世代抗精神病薬の投与 

・ 薬物療法の詳細な情報を提供 

・患者の意思決定への参加 

・ 生活に支障を来す陰性症状に対する

薬物療法の見直し 

・精神症状の安定化 

・ 最小限の副作用 

・ 患者の参加 

社会・心理学的

アセスメント と

ケア計画 

・ 社会機能の評価 

・ 資源の評価 

・ 家族評価       

・ 患者の希望、疾患理解度の査定

・ 苦痛や困難の領域の特定 

・ 抑鬱状態・自殺念慮の早期発見と対処 ・ 再発防止計画の作成 

・ 患者評価への家族／身近に人の参

加 

・「痛み」の明確化 

・社会機能・家族機能の明確化 

・自殺予防 

 

プログラム 

  （非薬物） 

・プライマリの割当 

・ 関係作りと見守り 

・ 家族／身近な人の治療参加 

・ 精神病学習教材の提供 

・ 薬物療法の詳細な情報を提供 

・ 家族への介入：心理教育と支援 

・ 家族／ケア提供者への情報提供 

（危機的状態時の対処方法） 

・24 時間管理チームの時間外支援の提供 

・ 左記全項目の継続実施 

・ 再発防止計画を家族と共有 

・ プログラムの有効性の評価（患者・家

族の積極的参加可能な内容） 

・ プログラムの継続（患者が参加しなく

ても終了しない） 

・ 家族の治療参加 

・ コンプライアンスの向上 

・ 症状のセルフマネジメント 

・ 再発予防 

地域との連携 ・プライマリケア施設からの紹介 

・ 児童・思春期精神保健サービス

からの紹介 

・ 翻訳サービスの利用 

・ プライマリケア施設や他の機関に

対する窓口の設置 

・ クライシスインターベンション 

（集中的な地域支援） 

・ 個別の年齢に応じた入院施設の利用 

・ 入院患者に場合はその入院の見直しに

積極的に関わる 

・ 入院患者：退院計画に積極的に関わる 

・ 左記全項目の継続実施 

・ 紹介経路の評価 

・ より早い早期介入 

・ 危機的状況時への早期対処 

・ プライマリ施設と早期介入サ

ービスの役割の明確化 

目標 ・早期治療の導入の決定 

・状態・機能把握 

・見通しの評価 

・ 治療・ケア計画の作成 

・ 治療・ケアの実施 

・ 危機介入、合併症の早期発見と予防 

・ 再発防止計画の作成と実施 

・ 治療の評価と見直し 

・ 地域との連携の強化 

 

 

平成20年度岡崎班分担研究「精神疾患の早期介入プログラムの構成要素」（小高恵実、西田淳志、伊藤弘人）より
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早期介入サービス（早期介入サービス（EISEIS））※におけるにおける臨床的効果臨床的効果

未治療期間

National 

12-18月

EIS※ (3y) 2003-6 

5-6月

% 初発例の入院率 80% 41%

% 初発例の強制入院率 50% 27%

再入院率 50% 27.6%

% 12ヵ月間の治療継続率 50% 100% (79% well engaged)

家族の参加率

家族の満足度

49%

56%

91%

71%

就労率 8-18% 55% 

自殺企図

自殺完遂

48% 21%

0%

平成20年度厚生労働科学研究費補助金「思春期精神病理の疫学と精神疾患の早期介入方策に関する研究」
岡崎祐士研究代表者・西田淳志研究分担者提供資料より

※Worcestershire EIS (Smith, 2006)
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早期介入サービスによるコスト削減効果
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EI　（早期介入サービス）

Standard care（通常治療）

平成20年度厚生労働科学研究費補助金「思春期精神病理の疫学と精神疾患の早期介入方策に関する研究」

岡崎祐士研究代表者・西田淳志研究分担者提供資料より

(McCrone, Dhanasari, Knapp 2007)

推
計
費
用

（ポンド）

１年間 ３年間
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◆ＲＣＴ（ランダム化比較試験 ）(1) ～英国 LEO～

初回精神病エピソード患者（144名）を、標準サービスと早期介入サービスに無作為化割付。
18ヶ月後を評価。社会機能、就労率、サービス満足度、ＱＯＬ、治療継続率、服薬アドヒア
ランスにおいて、有意に早期介入サービス群で改善がみられた。ただし、症状そのものの
改善については、両群に有意差みられず(Garety et al.,BJP 2006; Craig et al., BMJ 2004)。

◆ＲＣＴ（ランダム化比較試験 ）(２) ～デンマーク OPUS～

初回精神病エピソード患者(547名）を標準サービスと早期介入サービスに無作為化割付。1
年後、2年後を評価。陰性症状、陽性症状、社会機能の改善に有意差あり。家族の負担感
も有意に軽減。5年後の評価では、入院施設利用率、入院日数が有意に低かった(Thorup
et al.,Schi Res 2005; Petersen et al., BJP 2005, Bertelsen et al., Arch Gen Psych 2008)。

◆地域介入比較調査 ～ノルウェー TIPS～

早期介入を行っている地域とそうでない地域におけるＤＵＰ、症状、社会機能、自殺率を比
較。介入地域でＤＵＰが有意に短く、初回精神病エピソード患者の２年後の症状、特に陰性
症状レベルが有意に低く、就労・就学の割合も有意に高い。自殺率も介入地区で有意に低
い(Melle et al.,Arch Gen Psych 2004; Melle et al., AJP 2006, Larsen et al., Schizophr Bull 
2006)。

早期支援の効果に関するエビデンス

平成20年度厚生労働科学研究費補助金「思春期精神病理の疫学と精神疾患の早期介入方策に関する研究」

岡崎祐士研究代表者・西田淳志研究分担者提供資料より
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イル ボスコ

東邦大学大森病院メンタルヘルスセンター・早期精神病ユニット

（外来 ＋ デイケア ＋ 入院病棟）

治療方針：統合型地域精神科治療プログラム（OTP）

我が国における早期治療のための取り組み例

東邦大学水野雅文先生提供資料より

サービスモデル
1. 早期発見・早期介入

2. 多職種チームモデル
3. 継続的なアセスメント
4. 訪問サービス
5. 双方向性の心理教育

サービスモデル
1. 早期発見・早期介入

2. 多職種チームモデル
3. 継続的なアセスメント
4. 訪問サービス
5. 双方向性の心理教育

治療プログラム
1. 非定型抗精神病薬による薬

物療法
2. ストレスマネジメント
3. 認知行動療法

4. 就労支援
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http://www.lab.toho-u.ac.jp/med/omori/mentalhealth/ 東邦大学水野雅文先生提供資料より
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ＴＲＥＡＴチーム

精神病臨界期治療チーム

モデル地区（校区）

啓発プロジェクト

（対象：啓発手法）

1. 生徒：中学卒前啓発授業プログラム
2. 生徒：啓発リーフレット配布プロジェクト
3. 生徒・保護者：保健室だよりによる啓発
4. 保護者：幼・小・中保護者合同啓発研修会
5. 教員：早期事例ケースマネージメント研修会
6. 養護教諭：幼・小・中養護教諭合同勉強会

7. 一般医：早期連携促進訪問活動
8. 一般医：早期発見パンフレット配布プロジェク

ト

学校内精神保健推進プロジェクト

1. 校内精神保健特別支援委員会の設置
特別支援コーディネーター、 養護教諭、
スクールカウンセラー、各学年特別支援担当者
スクールソーシャルワーカー、管理職（教頭・校長）
等による定期的な検討会議
議題：精神的不調を抱える生徒の把握と校内に
おける対応、保護者との連携の検討
2. 校内精神保健特別委員会、保護者からユー

スメンタルサポートセンターMIE早期支援アウ
トリーチチームへの相談、連携要請

ユースメンタルサポートセンターMIE
（三重県立こころの医療センター内）
早期支援多職種専門支援チーム

DUP短縮早期発見連携チーム

1. 一般医との連携・啓発
2. 学校・保護者からの相談
3. アウトリーチによるアセスメント 等

学校特別支援委員会サポート事業

ARMS事例に対する個別支援

1. 臨界期包括治療支援プログラムの提供
2. ケースコーディネーター担当制
3. アウトリーチ活用によるエンゲイジメント強化

1. 3か月以上入院のＦＥＰ患者の再アセスメント
2. 寛解遷延例に対するコンサルテーション

早期支援専門スタッフ育成研修

1. 英国早期支援国家プロジェクト委員による集中研修
2. 定期的な事例検討とサービス内容のレビュー

三重県津市における早期発見・支援モデル事業

平成20年度厚生労働科学研究費補助金「思春期精神病理の疫学と精神疾患の早期介入方策に関する研究」岡崎祐士研究代表者・西田淳志研究分担者提供資料より
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長崎県大村市における学校ベースの啓発と早期介入事業

モデル校区以外の
学校区などの
保護者、児童

Community Youth Service Project
三重県津市グループとの
コアスタッッフ合同研修会

大村市

長崎県教育
センター

臨床心理士会

長崎県子ども・女性
障害者支援センター

大村市立のモデル中学校

校長をはじめ関係者各位が
本計画に協力的かつ積極的な
大村市内の中学校校区選定

地域関係者懇談会

モデル校区を担当する医療スッタッフ、
学校関係者等による定期的な
症例検討会方式の情報交換会

長崎県・大村市教育委員会

学校に於ける精神保健の重要性を
理解頂き、学校関係者、保護者等
に対する精神保健研修会等を実施

本計画に携わる精神科専門スタッフの
定期的教育研修会等を定期的に

実施することでスタッフの質の向上を目指す

（医）カメリア
地域医療連携室

本事業事務局

大村市ＣＹＳＰ

診療支援

市民講座
による啓発活動

助言指導

津市・大村市
共同事務局

平成20年度厚生労働科学研究費補助金「思春期精神病理の疫学と精神疾患の早期介入方策に関する研究」岡崎祐士研究代表者・西田淳志研究分担者提供資料より

長崎県
子どもの心

診療拠点病院

情
報交換

17
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若者を対象とした精神疾患病名認知度等の調査
～思春期・青年期精神病理疫学研究3万人調査サンプルの一部～

（平成21年3月末時点 中間報告）

10代の若者の保護者 約1100名（三重県）

10代若年者地域標本約10550名

中学生 約450名（長崎県）

高校生 約9500名（高知県）

大学生 約600名（愛知県）

・精神疾患病名認知度
・症例提示正答率
・help-seeking行動
・精神的不調の自覚
・支援を求める先
・抵抗のある相談先
・不調者の保健室利用
・ハイリスク者のhelp-
seeking行動と相談先

等々

平成20年度厚生労働科学研究こころの健康科学研究事業
「思春期精神病理の疫学と早期介入方策に関する研究」
（研究代表者：岡崎祐士）研究分担者：西田淳志（東京都精神医学総合研究所）
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病名認知度調査

41.6

35.1

31.3

58.3

11.1

45.6

55.1

6.2

47.3

19.3

13.7

35.6

2.8
14.8

82.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

薬物依存症

対人恐怖症

統合失調症

摂食障害

うつ病

中学生（N=450、長崎県）

64.3

32.9

6.1

23.2

49.5

32.6

51.4

44.2

44.2

49

3.1

15.7

32.7

32.6

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

薬物依存症

対人恐怖症

統合失調症

摂食障害

うつ病

よく知っている

名前は聞いたことがある
が、具体的には知らない

聞いたこともない

高校生（N=9566、高知県）

68.9

37.6

12.1

43.3

65.6

30.1

57.0

44.9

44.7

34.3

1

5.4

43.0

12.1

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

薬物依存症

対人恐怖症

統合失調症

摂食障害

うつ病

60.0

48.0

20.0

54.0

71.0

39.0

49.0

53.0

41.0

28.0

1.0

3.0

27.0

5.0

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

薬物依存症

対人恐怖症

統合失調症

摂食障害

うつ病

小・中学生保護者（N=1174、三重県）

平成20年度厚生労働科学研究こころの健康科学研究事業 「思春期精神病理の疫学と早期介入方策に関する研究」 （研究代表者：岡崎祐士）
研究分担者：西田淳志、 研究協力者：今村芳博、下寺信次、野中 猛、谷井久志

大学生（N=586、愛知県）

19
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うつ病・統合失調症の症例提示に対する病名正答率
中学生（N=450、長崎県） 高校生（N=9566、高知県）

大学生（N=586、愛知県）

3.510.9
14.1

30.0 3.3

10.0

0.2

4.0
38.0

1.4

40.843.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

うつ病事例の提示 統合失調症事例の提示

よくわからない

対人恐怖症

摂食障害

統合失調症

うつ病

別に病気ではない

正答正答 正答正答

13.9
5.0

46.7

13.3

9.1

7.5

2.5

0.5

0.9

42.8

27.0 30.9

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

うつ病事例の提示 統合失調症事例の提示

よくわからない

対人恐怖症

摂食障害

統合失調症

うつ病

別に病気では
ない

正答正答
正答正答

6.5 2.0

68.6
7.6

7.5

22.1

1.6

1.1

0.2

43.7

15.6 23.4

0%

20%

40%

60%

80%

100%

うつ病事例の提示 統合失調症事例の提示

よくわからない

対人恐怖症

摂食障害

統合失調症

うつ病

別に病気ではない

正答正答

正答正答

正答正答

平成20年度厚生労働科学研究こころの健康科学研究事業 「思春期精神病理の疫学と早期介入方策に関する研究」 （研究代表者：岡崎祐士）
研究分担者：西田淳志、 研究協力者：今村芳博、下寺信次、野中 猛
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精神的不調のために困った場合、最初に相談しようと思う
相談相手や相談機関はありますか？

0.9
0.7
0.2
0.4
1.8
1.8

4.0
1.3
1.6

5.6
5.6

8.5
61.2

64.4
16.3

0 10 20 30 40 50 60 70

地域の心理相談室

児童相談所

各種電話相談

保健所・保健センター

精神科病院の外来

各種インターネット相談

近所の内科・小児科

学校のカウンセラー・相談員

その他

精神科クリニック

保健室の養護教諭

学校の担任

家族

友人

誰にも相談しようと思わない

(%)

0.5
0.5
0.5
0.6
1.3
1.9
1.9
3.1
3.4
3.4
5.1
5.4

45.6
63.1

18.6

0 10 20 30 40 50 60 70

地域の心理相談室

児童相談所

各種電話相談

保健所・保健センター

精神科病院の外来

各種インターネット相談

近所の内科・小児科

学校のカウンセラー・相談員

その他

精神科クリニック

保健室の養護教諭

学校の担任

家族

友人

誰にも相談しようと思わない

(%)

0.7
0.2
1.2
0.3
1.0
3.3
3.1

6.6
4.5
4.5
6.3

2.8
51.6

70.5
9.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

地域の心理相談室
児童相談所

各種電話相談
保健所・保健センター

精神科病院の外来
各種インターネット相談

近所の内科・小児科
学校のカウンセラー・相談

その他
精神科クリニック

保健室の養護教諭
学校の担任

家族
友人

誰にも相談しようと思わない

(%)

0.5
6.5
6.7

1.6
8.7

4.0
2.6

5.9
26.5

7.3
9.3

5.1
10.4

3.4

74.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

地域の心理相談室

児童相談所

教育相談所

民間の心理相談室

各種電話相談

保健所・保健センター

精神科病院の外来

各種インターネット相談

近所の内科・小児科

学校のカウンセラー・相談員

その他

精神科クリニック

保健室の養護教諭

学校の担任

誰にも相談しようと思わない

(%)

中学生（N=450、長崎県） 高校生（N=9566、高知県）

小・中学生保護者（N=645、三重県）大学生（N=586、愛知県）

平成20年度厚生労働科学研究こころの健康科学研究事業 「思春期精神病理の疫学と早期介入方策に関する研究」 （研究代表者：岡崎祐士）
研究分担者：西田淳志、 研究協力者：今村芳博、下寺信次、野中 猛、谷井久志 21
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精神的不調のために困った場合、相談しにくい、または、
相談先として抵抗のある相談相手や機関はありますか？

3.6
38.1

43.3
38.3

44.5
47.0

30.3
31.2

41.6
30.7

50.8
21.8

26.9
18.0

0 10 20 30 40 50 60

その他

地域の心理相談室

児童相談所

保健所・保健センター

各種インターネット相談

各種電話相談

精神科病院の外来

精神科クリニック

学校のカウンセラー・相談員

保健室の養護教諭

学校の担任

家族

近所の内科小児科

友人

(%)

5.3
34.3

38.3
36.3
36.4

39.6
31.4

30.4
35.1

31.9
47.9

29.3
24.1

19.3

0 10 20 30 40 50 60

その他

地域の心理相談室

児童相談所

保健所・保健センター

各種インターネット相談

各種電話相談

精神科病院の外来

精神科クリニック

学校のカウンセラー・相談員

保健室の養護教諭

学校の担任

家族

近所の内科小児科

友人

(%)

1.9
27.8

33.6
34.1

37.4
40.9

35.3
33.6

25.2
23.3

46.5
30.2

20.1
14.0

0 10 20 30 40 50

その他
地域の心理相談室

児童相談所
保健所・保健センター

各種インターネット相談

各種電話相談
精神科病院の外来

精神科クリニック
学校のカウンセラー・相談員

保健室の養護教諭
学校の担任

家族
近所の内科小児科

友人

(%)

中学生（N=450、長崎県） 高校生（N=9566、高知県）

小・中学生保護者（N=645、三重県）大学生（N=586、愛知県）

1.6
9.9

18.6
15.8

18.6
10.5

35.0
31.9

4.2
4.3

6.0
5.0

15.7

0 10 20 30 40

その他
地域の心理相談室

児童相談所
保健所・保健センター

各種インターネット相談
各種電話相談

精神科病院の外来
精神科クリニック

学校のカウンセラー・相談員

保健室の養護教諭
学校の担任

近所の内科小児科
教育相談所

(%)

平成20年度厚生労働科学研究こころの健康科学研究事業 「思春期精神病理の疫学と早期介入方策に関する研究」 （研究代表者：岡崎祐士）
研究分担者：西田淳志、 研究協力者：今村芳博、下寺信次、野中 猛、谷井久志
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過去6ヵ月間に苦痛感をともなう幻覚・妄想症状(PLEs)を複数回体験している若者（3.4%)
誰に相談・支援を求めているか？(高校生 N=9566）

7.1

4.9

3.4

13.8

2.2

1.1

1.5

1.4

12.3

28.7

20.0

37.9

3.1

21.5

40.8

34.0

0 10 20 30 40 50

その他

医者またはカウンセラー

保健室の先生

担任の先生

家族

友人

問題はあるが相談していない

問題がないので相談する必要がない

PLEs(+)

PLEs(-)

幻覚・妄想（あり）

幻覚・妄想（なし）

(%)

高知県における調査（2008年12月）平成20年度厚生労働科学研究こころの健康科学研究事業
「思春期精神病理の疫学と早期介入方策に関する研究」 （研究代表者：岡崎祐士）
研究分担者：西田淳志、研究協力者：下寺信次

高校生の相談先

複
数
回
答
あ
り
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74.8

60.9

12.1

16.3

8.6 4.6

13.8 8.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Control

PLEs(+)

利用なし 1回のみ ２～３回 4回以上

22.7 %

39.0 %

過去6ヵ月間に苦痛感をともなう幻覚・妄想症状(PLEs)を複数回体験している若者（3.4%) 
過去1カ月間の保健室の利用状況 (高校生N= 9511）

高知県における調査（2008年12月）

平成20年度厚生労働科学研究こころの健康科学研究事業
「思春期精神病理の疫学と早期介入方策に関する研究」 （研究代表者：岡崎祐士）
研究分担者：西田淳志、研究協力者：下寺信次

高校生の保健室利用状況

幻覚・妄想（あり）

幻覚・妄想（なし）
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ご家族が精神疾患を発病される以前に、
精神疾患について学ぶ機会はありましたか？

（患者家族調査）

(%)

95.1

4.9

なかった

あった

プレ調査（東京都）2009年3月
平成20年度厚生労働科学研究こころの健康科学研究事業
「思春期精神病理の疫学と早期介入方策に関する研究」 （研究代表者：岡崎祐士）
研究分担者：西田淳志、研究協力者：田上美千佳、新村順子、石倉習子
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調査結果（中間報告）概要
・うつ病など他の精神疾患に比べ、統合失調症に関する若者（中学生・高校生・大学生）の
認知度は著しく低く、８８%～９７％が統合失調症について「聞いたこともない」、もしくは、「名
前は聞いたことがあるが、具体的なことは知らない」と回答している。

・若者の保護者に関しては、うつ病について「よく知っている」と回答した者が７０％を超える
一方で、統合失調症について「よく知っている」と回答した者は２０%にとどまっている。

・精神的不調を抱えた際、若者の多くは、まず、「友人」、「家族」に相談すると回答している。
一方で、９～１９％の若者は、「誰にも相談しない」と回答している。

・若者が精神的不調に関する相談をするにあたり、抵抗が少ない相談先として、「友人」、
「家族」、「近所の内科・小児科」をあげている。学校の担任に相談をすることに、抵抗を感じ
る若者の割合が多い。

・保護者が若者の精神的不調に気づいた際に、「学校の担任」が最初の相談先として最も
多くあげられている。「学校保健室の養護教諭」、「学校のカウンセラー」など他の学校関係
者、および「近所の内科・小児科」も、比較的、保護者にとって抵抗感の少ない相談先であ
ることが示唆されている。一方、保護者としては、精神科医療機関に直接相談することに抵
抗感を感じている者が少なくない（３０%以上）。

・苦痛感をともなう幻覚・妄想様の症状を過去６カ月以内に複数回体験している若者のうち、
３４%は「精神的な問題は自覚しているが、誰にも相談できていない」と回答している。一方で、
そういった体験を有する若者の４０%が友人に、２０%が家族に、すでに、精神的不調に関す
る相談をしてる。また、そういった体験を有する若者の４０%は、過去１ヵ月間に学校保健室
を利用している。
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• 2004年：WHOとIEPA（国

際早期精神病学会）による
国際共同宣言

• 若者の精神病からの回復
を促進するためのコンセン
サス

• 学校に通う15歳のすべて
の若者が、 精神病に対処

しうる知識を身につけるべ
きである

A collaboration between NIMHE / Rethink, 
IRIS, the World Health Organisation and 
the International Early Psychosis 
Association
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文部科学省における精神保健に係る取り組み例

１．学習指導要領に基づく保健教育

２．学校保健安全法に基づく保健指導および健康観察

３．子どもの健康を守る地域専門家総合連携事業

４．教職員向けの手引き等の普及
・「教職員のための子どもの健康観察の方法と問題への対応~メンタルヘルス

を中心として~ 」

・（参考）「子どものメンタルヘルスの理解とその対応」（（財）日本学校保健会）

５．子どもの心のケアシンポジウム

６．その他

学校における取り組み例
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学習指導要領における関連事項の記載状況
（小学校）

１．目標 心の健康については、心も体と同様に発達すること

及び心と体は相互に影響し合うことについて理解できるよう

にする必要がある。また、不安や悩みに対して、適切な対処

の方法があることを理解できるようにする。

２．内容 心の健康

心の発達及び不安、悩みへの対処について理解できるように
する。

ア 心は、いろいろな生活経験を通して、年齢に伴って発達

すること。

イ 心と体は、相互に影響し合うこと。

ウ 不安や悩みへの対処には、大人や友達に相談する、仲間

と遊ぶ、運動をするなどいろいろな方法があること。

なし第1～4学年

第5・6学年

各学年の
目標及び
内容

心の健康、けがの防止及び病気の予防について理解できるようにし、健康
で安全な生活を営む資質や能力を育てる。

目標

（平成20年3月改訂）

学校における取り組み例
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学習指導要領における関連事項の記載状況
（中学校）

なし第2～3学年

心身の機能の発達と心の健康

（１）心身の機能の発達と心の健康について理解できるように

する。

ウ 知的機能、情意機能、社会性などの精神機能は、生活経

験などの影響を受けて発達すること。また、思春期におい

ては、自己の認識が深まり、自己形成がなされること。

エ 精神と身体は、相互に影響を与え、かかわっていること。

欲求やストレスは、心身に影響を与えることがあること。

また、心の健康を保つには、欲求やストレスに適切に対処

する必要があること。

第1学年各学年の
内容

個人生活における健康・安全に関する理解を通して、生涯を通じて自らの健
康を適切に管理し、改善していく資質や能力を育てる。

目標

（平成20年3月改訂）

学校における取り組み例
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学習指導要領における関連事項の記載状況
（高校）

（１）現代社会と健康

我が国の疾病構造や社会の変化に対応して、健康を保持増進するため
には、個人の行動選択やそれを支える社会環境づくりなどが大切である
というヘルスプロモーションの考え方を生かし、人々が自らの健康を適
切に管理すること及び環境を改善してくことが重要であることを理解で
きるようにする。

ウ 精神の健康

人間の欲求と適応機制には、様々な種類があること。精神と身体には、
密接な関連があること。また、精神の健康を保持増進するには、欲求や
ストレスに適切に対処するとともに、自己実現を図るよう努力していく
ことが重要であること。

内容

「保健」は、原則として入学年次及びその次の年次の2か年にわたり履

修させるものとする。
各学年の内容

個人及び社会生活における健康・安全について理解を深めるようにし、
生涯を通じて自らの健康を適切に管理し、改善していく資質や能力を育
てる。

目標

（平成21年3月改訂）

学校における取り組み例
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教科書（小学校）の記載例（抜粋）
学校における取り組み例

小学校教科書：「新・みんなの保健5・6年生」 平成18年1月発行 学研 32
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教科書（中学校）の記載例（抜粋）
学校における取り組み例

中学校教科書：「新中学保健体育」 平成19年1月発行 学研 33
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教科書（高校）の記載例（抜粋）
学校における取り組み例

高校教科書：「現代保健体育」 平成18年4月発行 大修館書店 34
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学校保健法の一部を改正する法律の概要

学校保健及び学校安全の充実を図るため、国が学校の環境衛生に関する基準等を

策定するとともに、養護教諭その他の職員の役割について定める等所要の措置を講ずる。

趣 旨

概 要

○法律の題名を「学校保健安全法」に改称

○国・地方公共団体の責務（財政上の措置その他の必要な施策の実施、国による学校安全の推進に関する計画の策定等）を

明記

○学校の設置者の責務（学校の施設設備・管理運営体制の整備充実等）を明記

【学校保健】

○ 養護教諭その他の職員の相互連携を図り、日常的に子どもの心身の状況を把握し、保健指導を行うべき旨を規定

○ 地域の医療機関等と連携を図りつつ、健康相談・保健指導を行うべき旨を規定

○ 文部科学大臣が「学校環境衛生基準」を定めるべきこと、及び当該基準に照らして適切な環境を維持すべき旨を

規定

【学校安全】

○ 施設・設備の安全点検、学校生活(通学を含む。)や日常生活における安全に係る指導、職員の研修などについて

「学校安全計画」に定め、実施すべき旨を規定

○ 危険等発生時に備えて「対処要領(マニュアル)」を各学校において作成すべき旨を規定。また、危害が生じた場

合における心身の健康回復のための支援措置について規定

○ 警察署等の関係機関、ボランティア団体等との連携により安全の確保を図るべき旨を規定

学校保健法の一部改正（学校保健・学校安全）

施行期日 平成２１年４月１日

学校における取り組み例
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教職員のための子どもの健康観察の方法と問題への対応
~メンタルヘルスを中心として~（概要）

１．健康観察とは

学校担任をはじめ教職員により日常的に子どもの健康状態を観察し、心身の健康問題を
早期に発見して適切な対応を図ることによって、学校における教育活動を円滑に進める
ために行われる活動を指す。

２．経緯

学校保健法の一部改正により平成21年4月1日に施行された学校保健安全法において、
健康観察、保健指導、医療機関等との連携などが位置付けられその充実が図られたとこ
ろ、文部科学省において教職員を対象とする「教職員のための子どもの健康観察の方法
と問題への対応~メンタルヘルスを中心として~ 」が作成された。

３．内容

健康観察の重要性や目的の理解、健康観察の視点や方法、健康観察表のモデル例の提
示等に加え、心の健康に関する健康観察の視点や対応の在り方について、日常の健康
観察からの事例を通して、教職員をはじめ学校関係者の理解が深められるよう構成。

４．事例の構成

１）代表的な精神疾患とてんかん：統合失調症、うつ状態、リストカット等(13事例)
２）発達障害と関連障害等：学習障害、アスペルガー症候群等(14事例)
３）虐待と性被害：虐待、性的被害等(4事例)

学校における取り組み例



37

病前期
臨界期

病初期の治療
（臨界期治療）

慢性期

DUP（未治療期間）
OP＝初回精神病エピソード

OT＝治療開始

DUP＝精神病未治療期間
（DUP:Duration of Untreated Psychosis）

統合失調症臨床病期モデル

早期発見・早期支援の全体像（イメージ）

・福祉サービス・就労支援・復学支援

・生活支援
・児童福祉・児童福祉・児童福祉

福祉

・外来・入院

・訪問看護

・デイケア

・ＡＣＴ

・危機介入

・専門医療機関に
おける臨界期診療
等

・専門医療機関へ
の紹介

・症状に応じた診療

・家族相談・支援・心
理教育等

・（ケースマネージメント）

医療

・学校保健

・地域保健

・地域保健

・相談支援

・学校保健

・普及啓発

・医療への紹介

・地域保健

・相談支援

・学校保健

・普及啓発

・母子保健

・学校保健

・普及啓発

保健

前駆期

初回精神病エピソード

OTOP
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○現状
・精神疾患は、若年層を中心にあらゆる層において社会経済的な損失となっている。
・特に統合失調症の発症年齢は１０代から２０代に集中している。
・海外の研究では、統合失調症のDUPが短い方が、予後が良好であることが示唆されているほか、発
症早期の適切な治療により予後が改善することが明らかになっている。
・我が国では、発症から治療開始までに平均約１４ヶ月かかっているとの報告がある。

○治療・支援に関する課題
・海外において、統合失調症の初回発症から２～５年（臨界期）の包括的支援の取り組みの例があるが、
我が国においては標準的な支援方法が確立されていない。
・精神科医療体制の中で、専門的・包括的な診療・支援を提供する場に、１０代から２０代の若年者やそ
の家族がアクセスしにくい 。
・早期発見・早期支援を進める際には、統合失調症に関連する症状に加え、その他の様々な精神症状
への診療・支援体制の確保も必要である。

○早期発見・紹介に関する課題
・精神科以外の医療機関、行政等の相談機関、学校等において、早期発見・早期支援の意義が十分認
識されていないとの指摘がある。
・また、これらの機関において、統合失調症等の精神疾患を早期に発見し適切な専門医療機関に紹介
する体制が未確立である。
・早期発見を行った場合には適切な診療・支援の提供が不可欠であることから、早期発見を進める前
提として、早期支援の体制を整備する必要がある。

○普及啓発
・早期発見や早期支援を確実に進めるためには、若年層とそれを取り巻く者について重点的に啓発を
行うことが求められる（別途検討）。

現状及び課題

38
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○考え方
若年者が統合失調症を発症した場合の重症化の予防のため、また、その他の様々な精神症状に的

確に対応するため、早期に専門医療機関で適切な医療を提供できるよう、以下の取り組みを進めるべ
きではないか。

○治療・支援
・我が国において、統合失調症を発症して２～５年の臨界期の患者やその家族等への標準的診療・支
援方法の確立と、予後の改善に関する効果の検証を図ってはどうか。
・若年者やその家族がアクセスしやすく、専門的・包括的な診療・支援を提供できる医療機関について、
モデル的な実施・検証を経て、普及を図ってはどうか。
・若年者の診療や、臨界期の統合失調症に関する治療・支援について、医療従事者への研修の実施
等により質の向上を図ってはどうか。

○早期発見・紹介
・地域において、普及啓発、相談支援、医療機関への紹介等を行うための、若年者やその家族等が心
理的にもアクセスしやすい相談機関について、モデル的な実施・検証を経て、普及を図ってはどうか。
・家族、精神科以外の医療従事者、行政機関、学校等、若年者を取り巻く支援者を対象に、研修の実
施等を通じ、早期発見・紹介の方法、早期支援の効果等に関して、知識と理解の向上を図ってはどう
か。
・なお、早期発見を行った場合には適切な診療・支援の提供が不可欠であることから、早期支援の体
制整備よりも早期発見のみが先行することがないよう留意すべきではないか。

○普及啓発
・精神的不調の際に、若年者や家族が、心理的に抵抗なく、かつ周囲の理解を得て支援を受けられる
よう、普及啓発を進めてはどうか。（別途検討）

検討の方向
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